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近年ではスマートフォンやGPS機器の技術的発達を受け，従来よりも比較的安価かつ簡便に導入・運用

のできるバスロケの開発・研究が行われ，今まで導入を見送っていた事業者にも導入の可能性が見えてき

た．このような背景を受け，本研究では全国のバス事業者がバスロケに対してどのような意識を持ってい

るかを把握し，どのような事業者に導入の可能性があるのかを明らかにするため，全国のバス事業者に対

し，アンケート調査を実施した．その結果，バスの保有台数が200台未満の事業者ではバス停に表示する

タイプのバスロケよりもWEBで閲覧するタイプのバスロケの方が支払意思額と実際にかかる費用との差が

少ないことから，これらの事業者で今後の導入が期待できることが分かった． 
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1. はじめに 

 

バスは交通状況や乗車人数に影響されやすく定時性に優

れないという問題があり，利用者は「すでに行ってしまったの

か」，「まだ来てないのか」という不安を感じ，それがストレスと

なる．1970年代後半から，全国のバス事業者において，バス

ロケーションシステム(以下バスロケ)の導入が進められてきた．

バスロケは，バスの接近情報や位置情報をバス停での表示

機・WEB上・専用のアプリケーションなどで構成されているが，

バスロケの導入及び運用には多額の費用が掛かるということ

が一般的に認知されており，全ての事業者での導入を進め

ることは難しい．このような状況に対し，近年ではスマートフォ

ンやGPS機器の技術的発達を受け，従来よりも比較的安価か

つ簡便に導入・運用のできるバスロケの開発が行われ，今ま

で導入を見送っていた事業者にも導入の可能性が見えてき

た．また近年では専用のスマートフォンのアプリケーションを

提供するバスロケも登場するなど，既存のバス停で表示する

バスロケに比べ利用者へ提供できる情報の幅も広がっている． 

このような背景がある一方で，どのような事業者が導入を考

えるのか，また事業者はバスロケのどのような機能に魅力を

感じているのかは明らかではない．また，バスロケアプリの使

用によってサービスが向上することは明らかであるが，実際に

利用者が利用してくれるかという点も課題であり，これに対し

事業者がどう考えているかも明らかにされていない． 

 

 

2. 研究の目的 

 

バスロケ評価に関する研究は多く行われている．尾松ら1)

は，バスの通過情報を提供することによって利用者意識がど

のように変化するか，調査・分析を行い，通過情報の提供が

利用者にとって有意であることを明らかにした．吉田ら2)はバ

スロケから得た運行履歴データからバスの定時性評価を行

い，バスロケが利用者への情報提供だけでなく，運行パフォ

ーマンスの評価にも活用できることを明らかにした． 

一方で，導入・運用費用の問題により，地方および中小事

業者では容易に導入・継続運用することは難しいという現状

に対し，導入・運用費用が安価なシステムの開発や構築，導

入実験が進められている．金谷ら3)はGPSとの通信に市販の

スマートフォンを利用したバスロケを開発している．岡野4)は利

用者の自由投稿からバスの位置や遅延情報を共有するシス

テムの開発とその運用可能性について研究した． 

近年ではさらに情報の内容や提供する端末が追加・省略

されることで，バスロケの形式は多様化しているが，既存研究
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においてはこのように多様化するバスロケの機能に対する評

価した事業者意識の把握は行われてはいない． 

以上から本研究では以下の2つを目的とする． 

① 状況の異なる様々な事業者がバスロケに対して期待す

る効果について明らかにする． 

② 事業者が利用者にとって，価値があると感じているバス

ロケの機能を明らかにする． 

 

 

3. バス事業者に対するアンケート調査 

 

(1) 調査のねらい 

既存研究及び現在実際に運用・開発されているバスロケ

を調査し，バスロケが持つ機能の整理を行った後，事業者を

対象としたバスロケに関するアンケート調査を検討した．この

アンケート調査では,事業者が把握している範囲での利用者

の特性も反映していると考えられる．このアンケートより得られ

たデータに基づいて，バスロケに対する事業者の意識を把

握した． 

 

(2) アンケート調査の概要 

アンケート調査の概要を表-1に示す．今回のアンケート調

査ではより広範囲の事業者からデータを取得するため，全国

の路線バス事業者(以下民間事業者)及び全国のコミュニティ

バス事業を実施している自治体(以下自治体)を対象とした． 

アンケートの内容は導入状況や利用者に対する関心など

の属性ごとにバスロケに対してどのような認識であるか，バス

ロケの機能をどのように評価しているのかを明らかにするため，

「事業者の属性」「バスロケに対する意識」「バスロケの機能評

価」の3項目を用意した．事業者の属性を問う項目において

は，バスロケの導入状況によって意識が異なると仮定し，導

入状況ごとの分類を「現在バスロケを導入している」「過去に

バスロケを導入していた」「過去にバスロケの導入の検討を行

ったが導入には至らなかった」「バスロケの導入をしておらず

過去に導入の検討も行っていない」の4分類とした．また，こ

の4分類ごとの事業者の意識の違いを把握するできる設問構

成となるよう考慮した．また，今回の分析では所有するバス台

数を事業者の規模として扱った． 

 

(3) アンケート対象の抽出 

アンケートの対象である民間事業者の抽出は，日本バス

協会の協会会員各社のバス情報一覧5)より，路線バスを運行

する事業者（観光バス，高速バス，空港シャトルバス，貸切バ

スを除く）を対象として行った．またコミュニティバス事業を実

施している自治体の抽出は各自治体のWEBページからコミ

ュニティバスの運行の有無を確認し，抽出を行った．その結

果，対象として民間事業者を476件，自治体を761件抽出した． 

 

10 10

19

7

27

9

0

10

20

30

1～10 11～20 21～50 51～100 101～500 501～

事
業
者
数

保有バス台数(台)

図-1 民間事業者の保有バス台数 

18

33 34
43

52
38

0

20

40

60

1 2 3 4～5 6～10 11～

事
業
者
数

保有バス台数(台)
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(4) 回答事業者の特性 

 送付したアンケートは全国46の都道府県から回収すること

ができ，また自治体と民間事業者，バスロケを導入している事

業者や導入していない事業者など多様な事業者からアンケ

ートを回収することができた．図-1，図-2に回答が得られた事

業者の属性，および事業規模(保有バス台数)を示す． また， 

図-3では各事業者のバスロケの導入状況を示した．図-4，図

-5では，実際に導入されているバスロケの年間の費用とバス

ロケを導入しているバスの台数を示した．この年間の費用は，

導入時に発生する初期投資の耐用年数を5年と仮定してア

ンケートの初期費用と年間費用をあわせたもので表している． 

 

(5) 機能評価項目の設定 

バスロケの機能を評価する項目では，既存のバスロケにつ

いて調査・整理し，バスロケの多様な機能を把握したうえでア

表-1 アンケート調査概要 

調査対象 民間事業者 自治体 

対象 
抽出方法 

日本バス協会HP 
より会員各社を確認 

全国市町村HPより 
コミバスの実施を確認 

抽出数 
/抽出母数 

476件/476件 
該当会員各社全てを
対象 

518件/761件 
送付可能件数の制限に
よりランダムで 518件
を抽出 

実施期間 平成27年1月 5日～16日 

調査方法 
配布：郵送  
回収：WEB専用ページ,FAX,郵送,電子メール 

配布数 476件 518件 

回収率 
89 / 476件(18.7%) 233 / 518件(44.5%) 

計 322 / 994件(32.4%) 

主な内容 

a事業者属性(導入状況 ,利用者意見の扱いなど) 
b意識調査項目(バスロケに期待する効果，実際
に期待した効果,導入しない理由 

c機能評価項目(支払意思額，,得点付け評価) 
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ンケートで評価してもらう機能を抽出した．バスロケの評価を

行うポイントは多数あるが，今回のアンケート調査では事業者

と利用者にどのような情報提供ができるかの違いを重視して

「バスロケの情報を提供する端末(どこで)」と「提供する情報の

内容(どのような情報を)」で整理した．「情報を提供する端末」

の内容は「バス停」「パソコン」「モバイル端末」「周辺施設」「事

業者側のみが閲覧できる」の 5 種とし，「提供する情報の内

容」は「路線図上にバスの位置が表示される」「地図上にバス

の位置が表示される」「バスが接近しているか否か」の 3 種と

した．これらの組み合わせによってバスロケの持つ機能を表

した．この機能設定を基に，バスロケの機能評価の方法を 2

つ設定した．1つ目は 3 種類のバスロケを提示しそれぞれを

導入するとした場合の年間の支払可能額を聞いた．これは

考える効果と回答時の経営状況などの制約を加味したものと

考えられる．支払額には初期費用や運用維持費の全てが年

当りの定額で支払うものとした．2つ目の評価方法は 10種類

のバスロケをそれぞれ比較評価し，それぞれ点数付けを行う

方法である．バスロケを導入した場合を想定し，各バスロケの

機能の導入によって生じると思われる効果を踏まえたうえで，

基準となるバスロケの機能との評価の差によって対象の機能

をもつバスロケを評価するという内容である．この場合，予算

等の制約による導入の可能・不可能は考慮せず，単純に機

能と導入によって生じると考える効果から，感じた価値を比較

して点数を付けを行ってもらった． 

 

 

4. バスロケの導入に対する事業者の期待 

 

バスロケを導入した事業者54件が回答した「導入を行う以

前に最も期待していた効果」と，「導入後に得られた実際の効

果(複数回答)」とで集計を行った結果を表‐2に示す．バスロ

ケに最も期待した導入効果では，「利用者に対するサービス

の向上」が最も選択されており，実際の効果では「問い合わ

せに対して正確な情報が提供できるようになった」が最も感じ

られている効果であった．利用者の増加についてみると，導

入の際に利用者の増加を期待して導入した事業者は8件で

あり，そのうち，5件の事業者が実際に利用者が増加したと回

答した．一方で，利用者の増加以外を期待した事業者では

46件中2件のみが利用者の増加を実感している．利用者の

増加を期待し，かつ実際に利用者の増加を感じているこの5

件を確認したところ，いずれも人口が10万人以上の地域で事

業を展開する事業者であった．また，バスロケを導入した年

の利用者数の増加率についての集計結果を図-6に示す．

前年度から比較し，13件の事業者で利用者が増加傾向にあ

るとの回答がみられた．これらから，一般的に事業者はバスロ

ケに対して期待する効果として利用者増加は重視していな

いが，都市部では，利用者増加が期待できる．ただし，利用

者増加をねらって様々な施策を行う一つとして導入した結果 
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表-2 導入に期待した効果と実際の導入効果 

利用者が
増加した

バス待ち
の不安が
解消され
たという
意見を頂
いた

バスを使
いやすく

なったと
いう意見
を頂いた

有益な業

務改善が
行えた

問い合わ
せ件数が
大きく減
少した

問い合わ
せに対し
正確な情
報が提供
可能に
なった

利用者の
反響が少
なく，導
入メリッ
トが感じ
られない

把握して
いない

合計
利用者の増加 5 6 3 6 2 7 0 0 8
利用者に対す
るサービスの
向上 2 13 5 4 7 19 3 7 39
ダイヤ調整な
どの社内の業
務改善 0 1 0 1 0 1 0 0 2
問い合わせや
クレーム件数
の減少 0 1 2 1 0 2 0 1 4
その他 0 0 0 0 0 0 0 1 1
合計 7 21 10 12 9 29 3 9 54

実際の導入効果

導入に一番
期待した
効果

  

 

として利用者増に繋がったものも含まれていると思われる． 
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5. WEB表示バスロケの導入可能性 

 

各事業者ごとにWEB表示のバスロケの導入についてどの

ような意識なのかを，各事業者のWEB表示のバスロケに対す

る支払意思額の回答と，各事業者の事業規模に応じたWEB

表示のバスロケの経費とを比較し，経費よりも支払意思額の

高い事業者の存在をアンケートの調査結果より明らかにする．

支払意思額の回答では，地図上で表示されるバスの位置情

報を利用者がスマートフォンで閲覧することができる機能に

ついて，各事業者の示した支払意思額を用いた．各事業者

における同機能の経費を求めるにあたっては，実際の運用

費用と車載機を搭載したバス台数の関係から得た回帰式に，

各事業者が保有しているバス台数を適用することで，各事業

者ごとの経費を算出した．このとき，すでにバス停に表示する

バスロケを導入している事業者は，WEBのみで閲覧するバス

ロケを導入する可能性は少ないと考えたため，対象から除い

ている． 

この算出結果から，164件中22件の事業者で経費よりも支

払意志額が大きいことが確認できた．また，経費の3000万円

以下でまとまった分布があり，その分布内の事業者の保有バ

ス台数を確認すると，170事業者中161の事業者で保有バス

台数が200台以下であった．200台以下の事業者でWEB表示

のバスロケの機能の適正金額よりも，支払意志額が大きくな

っている事業者は158件中22件であった．結果を図-7に示す． 

保有バス台数200台以下の事業者において，バス停で表

示するバスロケについてもWEB表示のバスロケと同様，支払

意志額と機能の経費を比較した．その際，経費はアンケート

から得られた保有バス台数200台未満の事業者が，導入して

いるバス停で表示するバスロケの運用にかかる年間の費用

の平均である，2441万5500円/年を用いた．その結果，バス保

有台数200台未満の事業者のうちで支払意志額がこれを上

回った事業者は158件中2件であり，また，その2件以外で支

払意志額が経費に最も近い事業者でも，支払意思額は1441

万5500円/年低い結果となった． 

以上のことから，全国的にバスロケの導入推進を考える際

に，保有しているバスの台数が200台以下の規模のバス事業

者に導入を促すのであれば，バス停に表示するタイプのバス

ロケと比較して，WEBで表示するタイプのバスロケを導入検

討する方が，導入に移りやすいということが明らかとなった． 
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6. 結論 

  

バスロケは一般的に利用者増加は期待されていないという

意識であることが示された一方で，バスロケの導入によって実 

際に利用が増えたとする事業者が存在することが分かった． 

また，実際の普及を考えた際に，バス保有台数200台未満 

の事業者ではバス停に表示するバスロケよりもWEBで閲覧す

るバスロケの方が支払意思額のからの余剰分が大きいことか

ら，導入される傾向が大きいことが分かった． 
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